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海外各地で進展するキャッシュレス化

現金を持ち歩くことなく、手ぶらで安全かつ快適に
買い物を楽しめる“キャッシュレス化”が、近年、急速
に進展しつつある。
例えば、キャッシュレス先進国として知られるス
ウェーデンでは、公衆トイレを使用する手数料なども
含め、市街の至る所にキャッシュレス環境が整備され
ている。また、アメリカでは来店者の購買行動をセン
サーやカメラで把握し、店内から持ち出した商品の課
金・決済を自動で行う「レジ無しスーパー」も登場して
いる。中国では生け簀の魚にまでQRコードのタグが
付けられ、これをスマートフォンで読み込めば、産地
や安全性などの情報を確認した上で購入できる。
国や地域によって進展度合いに差があるものの、
データを見れば、キャッシュレス化の波は洋の東西を
問わずに広がっていて、むしろ「現金決済の方が少数
派」という地域すらあるほどだ。（グラフ1参照）

日本は先進国の中で、ドイツと並んで例外的に普及
が遅れているものの、経済産業省が2018年4月に発表
した「キャッシュレス・ビジョン」において「2025年に
キャッシュレス決済比率40％を目指す」との目標を掲
げ、産業界とも連携しながら様々な施策を実施してい
る。

欧米社会のキャッシュレス化は
Fintechベンチャーから
キャッシュレス化が世界的に広がりつつあるとはい
え、その背景や手法は一様ではない。日本のキャッシュ
レス化に向けた課題を検討するために、まずは地域ご
との動向を把握しておこう。
欧米でキャッシュレス化が進んだ要因の１つに、
Fintechベンチャーの存在がある。例えば、アメリカで
は最近まで、銀行振り込みによる送金が完了するまで
に数日もの時間を要していた。こうした不便さを解消
すべく、2010年頃より個人間の送金で無料かつリアル

走り始めたキャッシュレス社会
～キャッシュレス化で社会は、生活はどう変わる？～

現金を使わずに決済可能な環境が社会全体に普及した“キャッシュレス社会”が、欧米やアジア諸国などではすでに
現実のものになりつつある。海外に比べて、その普及が遅れている日本でも、政府が「2025 年にキャッシュレス決済
比率 40％」を目標に掲げて後押ししている。なぜ今、キャッシュレス化なのか？ キャッシュレス化は私たちの社会が
抱える課題の解決にどうつながるのか？ 今回はキャッシュレス社会の可能性について解説する。

▶グラフ1 各国のキャッシュレス決済比率（2015年、2016年）
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出典：キャッシュレスロードマップ（2019年4月：一般社団法人キャッシュレス推進協議会）
※中国に関しては、 Euromonitor International より参考値として記載
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タイムで送金可能な「Venmo（PayPal）」が急速に普及。
時を同じくして、スマートフォンに安価なクレジット
カードリーダーを挿入することで、中小の小売店でも
カード決済を可能とする「Square」が登場した。
これらFintechベンチャーによるサービスは若年層
を中心に広まっていき、既存の金融機関のサービスを
脅かすまでに成長。これに危機感を抱いた大手金融機
関もまた、決済・送金サービスの開発を推進した結果、
現在のアメリカではECサイトを中心としたオンライ
ンでの決済から、街中での決済まで、至る所でキャッ
シュレス決済が可能となっている。
欧米社会において、今後のキャッシュレス化の主役
と目されているのが「NFC（Near Field Communication：
近距離無線通信）」を用いた非接触決済サービスだ。
NFCチップを搭載したカードを決済端末にかざすだ
けで決済が完了するという手軽さから急速に普及して
おり、例えばイギリスでは、クレジットカード／デビッ
トカードの7割以上にNFCチップが搭載されている。
（コラム1参照）

アジア諸国のキャッシュレス化には2つの潮流が

一方、欧米に比べて銀行など決済インフラ自体が未
整備のアジア諸国では、異なる潮流が見られる。
アジア諸国においてキャッシュレス化を促した要因
となったのが、スマートフォンだ。アジアの多くの国
では、スマートフォンの普及率が銀行口座やクレジッ
トカードの普及率を上回っており、スマートフォンを
用いた「QRコード決済」が主流となっている。（コラ
ム2参照）
代表的なものが「Alipay（アリババ社）」や「WeChat 

Pay（テンセント社）」であり、中国などアジアからのイ
ンバウンド需要を獲得するために、日本でもこれら
サービスを利用できる環境が観光地などを中心に拡大
している。

キャッシュレス社会がもたらすもの

欧米やアジア諸国などキャッシュレス先進地域では、
キャッシュレス化によって社会にどのような利益がも
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NFC決済は日本の交通系ICカードとどう違う？　①

　NFC決済とは、近距離無線通信（Near Field Communication）を用い
た非接触決済サービスのこと。クレジットカードやスマートフォンなどに
搭載されたICチップに口座などのデータが紐付けられていて、専用のリー
ダー（決済端末）に近づけることで通信が行われるという仕組みである。
 「かざすだけで決済する」と言えば、交通系ICカード「Suica（JR 東日本）」
などを思い浮かべる人も多いだろうが、そこに用いられている通信規格
FeliCa もNFC の1種だ。NFCには世界中で様々な規格があり、決済分野
では主に3種類が用いられていて、日本ではFeliCa、海外ではType-A が主
流となっている。両者に互換性がないため、海外からの旅行者がNFC決済
を用いようとしても、日本では使えないというケースも少なくない。日本
がグローバル規模でのキャッシュレス社会となるためには、これら規格の
統一もしくは互換性の整備が課題となるだろう。   

主な決済システム用NFC規格

※旧フィリップス・セミコンダクターズ

通信規格 開発元 日本での使用例

Type-A
NXPセミコン
ダクターズ※
（オランダ）

taspo（JT）

Type-B モトローラ（米） 運転免許証、パスポート、
マイナンバーカード

FeliCa
（Type-F） ソニー（日本）

交通系ICカード（Suicaなど）、
楽天Edy、WAON、

nanaco など電子マネー全般

▶写真 海外で実現しているキャッシュレス社会

左からスウェーデンの券売機、公衆トイレ入り口、イギリスの自動販売機 
※ いずれもクレジット／デビットカードで利用でき、公衆トイレ、自動販売機は
NFC決済にも対応する

中国のチケット売り場 
※ 北京の観光地の入場口。チケット売り場であった場所が閉鎖され、代わりに
決済用のQRコードが貼り出されている
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たらされているのだろうか？
まず挙げられるのが、消費者の利便性向上だ。財布
や現金を持ち歩かなくても必要なものを購入できるの
はもちろん、お釣りが少なくなるよう小銭を用意した
り、レジで長時間並んだりする必要もなくなるなど、
買い物をより手軽に、スムーズに楽しむことができる。
特に、海外から日本を訪れる観光客などは、日本で買
い物する際に必要な現金を準備する手間が省け、母国
で日常生活に利用している決済手段が旅行先でも利用
できることとなり、日本でのさらなる消費の拡大が期
待できる。
視点を消費者から事業者に移すと、現金を扱う煩雑
な業務から開放されるという大きなメリットがある。
閉店後に現金をチェックしたり、開店前にお釣りを用
意したり、あるいは多額の現金を護衛付きで輸送した
りといった業務が不要になる。加えて、レジ打ち要員
などの省力化・省人化も可能になるなど、経営の効率
化に及ぼすメリットは非常に大きいと言える。
これらに加えて、キャッシュレス化の本質的な意義
の1つとして期待されているのが「売上と消費者を紐
付ける」ことだ。現金取引では、いつ、誰が、何を購入
したかの把握が困難だが、キャッシュレス社会では決
済情報がすべてデータ化され、記録に残すことができ
る。これらのデータを活用することで、顧客一人ひと
りの消費行動の分析・予測が可能になり、例えば顧客
ごとのおすすめ商品の情報発信やライフスタイル提案
など、より豊かな生活サポートが可能になる。さらに
視点を広げれば、社会全体のニーズ動向を分析して、
より便利な社会づくりにも貢献できるだろう。こうし
た購買データの活用には、技術的な課題だけでなく、
プライバシー保護に関する制度整備の必要もあり、ま
だまだ実現へのハードルは高い。しかし、キャッシュ
レス化がさらに浸透した先に、こうした新たな社会が
待っているのは間違いないだろう。

日本の課題解決に向けた
キャッシュレス社会への期待
日本の政府や産業界がキャッシュレス社会の実現を
後押しする背景にも、こうしたキャッシュレス化のメ
リットへの期待がある。
少子高齢化による人手不足が深刻化する日本におい
て、特に切実なのが省人化だ。コンビニや飲食チェー
ンなどの24時間営業が継続困難とも言われる中、決済
業務が簡易化されるメリットは計り知れない。
グローバルな競争激化を背景に、コスト意識がさら
に高まるビジネス界では、業務の効率化に対する期待
が高い。ある調査によれば、現金を扱うことによるム
ダな（＝削減可能な）コストは、日本全体で年間2兆円
と言われており、削減によるインパクトは大きい。
また、内需が減少する日本経済の発展にはインバウ
ンド需要のさらなる喚起が欠かせないが、そのカギを
握るのがキャッシュレス化だ。キャッシュレス決済に
慣れ親しんだ訪日外国人旅行者に、自国と同様の購買
環境を整備することが喫緊の課題となっている。東京
2020大会や2025年の大阪・関西万博といった国際イベ
ントを控え、キャッシュレス化のさらなる加速が期待
されている。

日本でキャッシュレス化が進展するためには？

これまで述べてきた状況をもとに、日本でキャッ
シュレス化が進むためには何が必要かを考えてみよう。
まず重要なのが「キャッシュレス手法の統一」だ。日
本におけるキャッシュレス化は交通系ICサービス
（Suicaなど）が先行し、これに大手流通業などによる
独自の電子マネーが追随した。さらに、政府による
キャッシュレス化推進を受けて、様々な事業者が独自
のQRコード決済サービスを提供するに至った。

QRコード決済とはどんな仕組み？

　QRコードは、スマホ決済だけでなく、飛行機の搭乗券やコンサートの入場券などに幅広く活用され
ており、今や「見たことがない」という人は少数派だろう。
　QRコードは、従来の一次元的なバーコードを二次元にすることで、より多くの情報を扱えるように
したもの。あまり知られていないが、実は日本発の技術。愛知の自動車部品メーカー・株式会社デンソー
が開発したもので、その開発部門が独立したデンソーウェーブの登録商標である。 
　QRが「Quick Response」の略であることからも分かるように、高速で読み取れるのが大きなメリッ
ト。加えて、専用リーダー（読み取り端末）が比較的安価なことや、スマホ搭載カメラでも読み取れる手
軽さから、近年、急速に普及している。 
　QRコードによる決済システムは、利用する決済サービスによって、店舗が提示するQRコードを利用
者が読み取る場合と、利用者が提示するQRコードを店舗側が読み取る場合がある。近年、QRコードを
用いた決済システムが国内外で数多く登場しており、NFCと同様、消費者の利便性を考えれば、仕様・
方式の統一や互換性の整備が求められる。

②
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特に後発のQRコード決済事業者は、顧客囲い込み
の手段として、積極的な利用促進キャンペーンを実施
しているが、必ずしも消費者側のメリットにはつな
がっていない。様々なキャッシュレス決済サービスが
乱立した結果、一人ひとりが複数のサービスを利用し、
店舗ごとにその都度、使い分けねばならないという不
便さを招きつつある。一方で、キャッシュレス決済サー
ビスの乱立は、導入する店舗側の負担増につながり、
これが普及の妨げとなっているとの指摘もある。
キャッシュレス決済を誰もが容易に使いこなせるよう
になるには、キャッシュレス決済手段の統一、あるい
はサービス同士の互換性を高めることが必要だろう。
もう１つのポイントが「キャッシュレス決済に対す
る信頼性の向上」だ。不正利用や情報流出といったセ
キュリティの問題や、停電やシステム障害による利用
不能といったニュースが報道される度に、キャッシュ
レス社会に対するマイナスイメージが広がり、普及へ
の足枷となっている。キャッシュレス決済を安全に運
用する仕組みを社会全体で構築することが、利用者の
拡大につながると考えられる。

キャッシュレス社会の発展に向けた
富士通の取り組み
安全で便利なキャッシュレス社会を実現する上で、
ICT企業が果たすべき役割は大きい。富士通も、政府
機関や金融機関、小売業界をはじめとした産業界との
共創のもと、以下のような取り組みを進めている。

①複数QRコード決済の一括提供による利便性向上
富士通エフ・アイ・ピーが凸版印刷とともに開発した
のが、国内外の複数のQRコード決済サービスを一括
して導入できる、決済中継サービス「スイッチングゲー
トウェイ™」だ。両者が協同運営する「サーバ管理型プ
リペイドASPサービス」のシステム基盤を店舗のPOS
レジシステムに接続し、決済情報を安全に中継するも
ので、2018年春から百貨店やドラッグストアなどで採
用されている。（図1参照）

②生体認証によるキャッシュレス決済の
　セキュリティ強化
キャッシュレス決済のセキュリティを強化するため
の手段として、近年、期待が高まっているのが、前号の
ICT基礎講座で詳述した生体認証だ。富士通は、イオ
ンフィナンシャルサービスとともに、イオングループ
のコンビニ「ミニストップ」において、手のひら静脈認
証を活用したカードレス決済の実証実験を2018年9月
から実施。実際の小売店舗における国内初の事例とし

て注目を集めている。

③銀行間決済インフラの安定化による信頼性向上
富士通は、銀行をはじめとした国内の金融機関が参
加する「全国銀行資金決済ネットワーク（全銀ネット）」
が構築する新たな決済インフラの開発プロジェクトに
参画している。ブロックチェーン技術を用いて、異な
る金融機関の利用者同士の安全かつスピーディーな決
済を可能にする、ミッションクリティカルな基盤を構
築することで、キャッシュレス決済の安全な普及を後
押しすることが狙いだ。（図２参照）
富士通は、今後もこうした取り組みを継続するとと
もに、豊かで便利なキャッシュレス社会の実現に向け
て、新たな技術開発と、幅広い産業分野における共創
に取り組んでいく。
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● 富士通関連サイト
2019年のFintech動向予測　その１　―国内におけるFintech動向―
https://www.fujitsu.com/jp/group/fri/knowledge/
ideatank/2019/2019-2-1.html

2019年のFintech動向予測　その2　―グローバルにおけるFintech動向―
https://www.fujitsu.com/jp/group/fri/knowledge/
ideatank/2019/2019-2-2.html
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コンサルティング本部
金融グループ チーフシニアコンサルタント
松原 義明 氏
編集委員　山宿信也　株式会社マルハン

▶図1 スイッチングゲートウェイの仕組み
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海外QRコード決済企業B

▶図2 新たな銀行間決済プラットフォームの仕組み
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